
○袋井市木造住宅耐震補強助成事業費補助金交付事務取扱要領 

平成17年４月１日 

訓令第31号 

 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、袋井市木造住宅耐震補強助成事業費補助金交付要綱（平成17年袋井

市告示第22号。以下「要綱」という。）に基づく補助金の交付に関し、必要な事項を定め

るものとする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この訓令において使用する用語の定義は、要綱の定めるところによる。 

 

（採択条件等） 

第３条 補助金の交付の採択対象となる事業は、耐震診断の結果、1.0未満の持ち家及び賃

貸住宅の所有者が、補強計画に基づき耐震補強工事を行った後に、耐震評点が1.0以上と

なる当該耐震補強工事とする。ただし、耐震評点が0.3以上あがる耐震補強工事に限る。 

(１) 耐震診断は、次のいずれかで実施した診断とする。 

ア わが家の専門家診断事業（平成13年８月７日付け住安第219号） 

イ 既存建築物耐震性向上事業 

ウ 静岡県耐震診断補強相談士がいる建築士事務所又はそれらの者と同等の知識を有

する者のいる建築士事務所が、財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震精

密診断と補強方法」（ただし、Lt／LrからＤ×Ｅを求める方法は除く。）の基準によ

り実施した耐震診断 

(２) 1.0以上とする補強計画は、次のいずれかの基準で算定する。（ただし、新工法を採

用する等、ア及びイによる算定が困難な場合は、ア及びイと同等以上の効果が認めら

れる補強計画とする。）その算定を行う者は、静岡県耐震診断補強相談士がいる建築士

事務所又はそれらの者と同等の知識を有する者がいる建築士事務所とする。 

ア 静岡県耐震診断補強相談マニュアル 

イ 財団法人日本建築防災協会による「木造住宅の耐震精密診断と補強方法」 

(３) 補助額の上乗せを行う高齢者等が居住する住宅（借家を除く。）は、次のいずれか



に該当するものとする。 

ア 65歳以上の者のみが居住するもの 

イ 身体障害者手帳の交付を受けた下肢障害者、体幹障害者又は視覚障害者で、障害

の程度が１級又は２級の者が居住するもの 

ウ 市長がア又はイと同等と認めるもの 

 

（添付書類） 

第４条 要綱第４条の袋井市木造住宅耐震補強助成事業費補助金交付申請書に添付する書

類は、次に掲げるものとする。 

(１) 見積書の写し 

(２) 昭和56年５月31日以前に建築又は同日において工事中であったことを証明する次

のいずれかの書類の写し 

ア 建築確認通知書 

イ 固定資産課税台帳登録証明書（家屋） 

ウ 家屋登記簿謄本 

(３) 耐震診断結果報告書の写し 

(４) 耐震補強計画書の写し 

(５) 案内図（縮尺2,500分の１の都市計画図） 

(６) 平面図（補強前及び補強後） 

(７) 借家については、借家人の同意書 

(８) 補助額の上乗せを申請する場合は、家族構成報告書（様式第１号）及び次のいずれ

かの書類 

ア 65歳以上の者であることが確認できる書類の写し 

（ア） 健康保険証 

（イ） 年金受給者証 

（ウ） 運転免許証 

（エ） 住所、氏名、生年月日及び年齢が確認できる官公署が交付した書類等 

イ 障害者等であることが確認できるいずれかの書類の写し 

（ア） 身体障害者手帳 

（イ） 障害等の程度が確認できる官公署が交付した書類等 



２ 要綱第８条の袋井市木造住宅耐震補強助成事業実績報告書に添付する書類は、次に掲

げるものとする。 

(１) 工事契約書又は領収書の写し 

(２) 代表的な箇所の施工時及び完了時の写真 

 

（完了検査） 

第５条 要綱第８条の袋井市木造住宅耐震補強助成事業実績報告書の提出があった場合は、

これを検査し、不備が判明したときは、検査結果不備事項通知書（様式第２号）により

通知する。 

 

（補助金の取消し） 

第６条 前条の規定による不備事項の改善を行わない場合は、補助金の交付の決定を取り

消すものとする。 

２ 補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決

定を取り消すものとする。 

(１) 偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金の交付決定内容、これに付した条件その他法令又はこの訓令に違反したとき。 

 

（補助金の返還） 

第７条 前条第２項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、その取消しに

係る補助金について、期限を定めて返還を命ずるものとする。 

 

（その他） 

第８条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この訓令は、平成17年４月１日から施行する。 

 

 

 



様式第１号（第４条関係） 

家族構成報告書 

氏名   1 申請者 

生年月日         年   月   

日 (  歳) 

氏名   2 同居家族 

生年月日         年   月   

日 (  歳) 

氏名   3 同居家族 

生年月日         年   月   

日 (  歳) 

氏名   4 同居家族 

生年月日         年   月   

日 (  歳) 

氏名   5 同居家族 

生年月日         年   月   

日 (  歳) 

 

  この住宅に居住する者は、上記のとおり相違ありません。 

申請者氏名          印  

 


